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１．地域年金展開事業の概要（1/2）

地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援のネットワークの構築

①地域連携事業（自治体、企業、関係機関等での説明会
実施やHP掲載、チラシ設置の依頼）

②年金セミナー事業（学校での年金セミナー実施）
③地域相談事業（自治体、関係機関、商業施設、イベン

ト会場等での出張年金相談）
④年金委員活動支援事業（情報の提供、研修会の実施）
⑤地域年金事業運営調整会議の開催

・市区役所、町村役場
・教育庁、教育委員会
・民生委員
・自治会
・社会福祉施設、公共施設
・商業施設 等

自治体等
・都道府県社会保険労務士会
・全国健康保険協会都道府県支部
・都道府県社会保険委員会連合会
・(財)都道府県社会保険協会
・商工会、商工会議所 等

関係団体
・地方厚生(支)局
・都道府県労働局
・ハローワーク

等

厚生労働省

関係機関

支援

年金委員

職域型 地域型

支援・拡大

連
携

協
力

年金制度の周知
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令和３年２月
富山年金事務所



地域年金展開事業の主な取組
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。
◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、
活動に役立つ情報を提供。

年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行
う事業への意見・助言を行うため、学識経験者や関係機関等を
委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者
や従業員向けの年金制度説明会を実施。
・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本
年金機構が行う事業の周知、ポスター・チラシの掲示や設
置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの
年金セミナーを実施。大学での年金相談や学生納付特例制度の
申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、配付の依頼等。

年金セミナー
事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応える
ため、市区役所・町村役場や大規模商業施設、イベント会場等
で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業

4

１．地域年金展開事業の概要（2/2）

◆なお、今年度は新型コロナウイルス感染防止に配慮した取組を実施しています。

《本来の取組内容》 《コロナ禍での取組内容》

アプローチは原則、電
話・文書とし、相手先よ
り要請があった場合に限
り、感染防止対策を講じ
対面形式で実施。
年金制度説明会や年金セ
ミナーの実施は非対面形
式を基本とし、相手先の
感染防止対策の徹底が可
能な場合に限り対面形式
で行う。

原則、書面開催とし、
委員に文書（資料）を
送付する。

原則、電話・文書による
活動。対面による場合は
感染防止対策を徹底。

地域状況を鑑み相手先よ
り要請があった場合に限
り、感染防止対策を講じ
対面形式で実施。
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令和３年２月
富山年金事務所



２．令和２年度の事業計画
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【各事業への取組内容と具体的な活動】

令和３年２月
富山年金事務所

事業名 取組み内容 具体的な活動

地域連携事業

・市町村、自治会、事業所、関係機関、関係団体に年金制

度に関するチラシ、リフレットの配布、掲示板へのポスター

の掲示等を依頼する。

・地域型、職域型それぞれの年金委員の協力を得て年金

制度に関するチラシ、リフレットの配布、掲示板へのポス

ターの掲示等周知活動を行う。

・自治会、事業所、ハローワーク等の関係機関、関係団体

等と連携し、年金制度説明会の開催による周知活動を実施

する。

①市町村・ハローワーク・関係団体等との連携による周知・啓発

各市町村等へ協力を要請し、チラシ・ポスター等による周知、制度説

明を実施する。

②年金委員を活用しての周知・啓発

地域型・職域型年金委員に協力を依頼し、自治会、町内会・事業所に

てチラシ配付および説明周知を行う。

③市町村担当者向け情報紙「かけはし」を自治体等へ配布する。

④事業所に対する制度説明会の実施

職域型年金委員に、退職間近者および新入社員向け年金制度説明会

開催の協力依頼を原則、電話・文書により行う。

年金セミナー
事業

・学生・生徒等の若年層を対象とした年金セミナーの拡充

を図る。

大学、短大、専門学校等における年金セミナーの実施および「わたしと年

金」エッセイ募集に関する周知活動を実施する。

＜アプローチ実施＞

・県教育委員会、県学校長会、高等学校長会に対する周知、協力要請

・大学への周知、協力要請を行うとともに、大学ＨＰに年金制度啓発資

料の掲載をあわせて依頼する。

地域相談事業

・地域連携事業（年金制度説明会）と併せて、各所におい

て市町村、自治会、大学、事業所、ハローワーク、ジョブカ

フェ、商業施設等において出張年金相談を実施する。

①市町村等における出張年金相談

管内各市町村や商業施設に出張年金相談開催への協力を依頼し、相

談会を実施する。

②大学等構内における出張年金相談

大学等を対象とし、学特申請に関する出張年金相談の開催への協力

を依頼し、相談会を実施する。

年金委員活動
支援事業

・年金委員の活動に必要な情報提供を十分に行うとともに、

関係団体への働きかけを強化し、その委嘱拡大に努める。

①年金委員研修の実施

委員からの参加希望があった場合に限り実施する。

②電話・文書に勧奨を主体とした委嘱拡大

職域型にあっては、事業所が他業務で来所する機会も捉えた勧

奨・案内を実施する。

※依頼は、原則電話・文書により行う。
※事業は非対面形式を基本とし、対面で行う場合は感染症感染予防対策を徹底する。



３．令和２年度の取組結果（1/17） 令和2年4月～令和3年1月
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

① 市町村・ハローワーク・関係団体等との連携による周知・啓発

○市町村職員担当者向け研修他連携事業 （前年度： ４回 ３１名）

○ その他関係団体等との連携 （前年度： １３回 ８１８名）

コロナ禍にあった中、 市町村との連携

は例年どおり継続させることができたが、

事業所およびハローワークにおける年

金制度説明会は、感染症拡大防止の

観点より実施できなかった。

④退職間近者を対象とした年金シニ

アライフセミナーを感染症感染予防対

策のため参加人数を抑えたうえで例年

どおり実施した。

年金制度説明と「生きがいとライフプ

ラン」につての二部構成で実施し、アン

ケート結果では、老後をいかに楽しくす

るかを考える良い機会になり参考に

なったと回答もいただき、非常に好評で

あった。

次年度以降も、継続して取り組んで

いく。

事務所 企業・団体等 内容
実施
回数

参加
人数

富山

富山市役所 担当者への制度説明会 １回 ６名

富山市役所本所
および全地区セ
ンター

成人式でのねんきんネットチラシ配布および
地区センターでの予約相談ポスター・チラシ
設置

５３か
所

高岡 管内市町村役場 新任担当者への制度説明会 １回 ５名

魚津 管内市町村役場 新任担当者への制度説明会 １回 ９名

砺波 管内市町村役場 担当者への制度説明会 １回 １１名

事務所 企業・団体等 内容
実施
回数

参加
人数

富山
全国社会保険
委員会連合会

サンフォ
ルテ

年金シニアライフセミナーにて
年金制度説明および事業所で
の予約相談周知依頼

１回 ２１名

高岡
全国社会保険
委員会連合会

高岡
商工
会議所

年金シニアライフセミナーにて
年金制度説明および事業所で
の予約相談周知依頼

１回 １８名



３．令和２年度の取組結果（2/17） 令和2年4月～令和3年1月
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

② 年金委員を活用しての周知・啓発 （前年度： ４４回 １，２１４名）

③ 市町村担当者向け情報紙「かけはし」を自治体等へ配布

各年金事務所より年金制度関連事務に関する情報誌「かけはし」を管内市町村へ送付するこ

とにより制度改正等の情報提供を行っています。

機構本部各部から国民年金保険料や年金給付に関する手続きも含め、記載方法等も詳細に

掲載されており、各地域で必要な内容を掲載するページもあり、市町村担当者にできるだけわ

かり易い内容となるよう工夫して情報発信に努めております。

（５、７、９、１１、１、３月隔月発行）

令和３年１０月を目途にオンラインによ

る研修会実施に向け準備中である。
事務所 企業・団体等 内容 実施回数 対象等人数

富山 職域型年金委員 各種事業にて制度周知依頼 ２回 ３９名

砺波 職域型年金委員 各種事業にて制度周知依頼 ２回 １６名
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金セミナー

事業

① 大学、短大、専門学校等における年金セミナーの実施および「わたしと年金」エッセイ募集に

関する周知活動

○ 年金セミナー・エッセイアプローチ状況（1/3）
今年度は、感染症の影響により訪問

によるアプローチができず、ほとんど

文書によるアプローチのみとなり、結

果として新規実施校の開拓を大きく進

めることができなかったが、富山管内

においては、中学校１校においてDVD
視聴ではあるが新規で実施すること

ができた。

来年度はこれまでにご意見をいただ

いている普通科高校への取組、各種

支援学校やＰＴＡ活動の機会を捉えた

保護者へのアプローチへの取組強化

を図りたい。

事務所 対象 対象数 取組内容 実施対象数
実施回数
（のべ）

富山

富山県教育委員会 １
電話・文書に
て依頼

１ １回

富山市教育委員会 １
電話・文書に
て依頼

１ １回

富山県高等学校校長会 １
電話・文書に
て依頼

１ １回

富山県中学校校長会 １
電話・文書に
て依頼

１ １回

大学・短大 ３校
文書にて依頼 ３校 ３回

電話にて依頼 １校 ２回

専門学校 １６校
文書にて依頼 ３校 ３回

電話にて依頼 １校 ２回

高等学校 ２１校 文書にて依頼 ２１校 ２１回

中学校 ２８校 文書にて依頼 ２８校 ２８回

外国人に対する日本語
教育支援団体

２ ― ― ―

３．令和２年度の取組結果（3/17） 令和2年4月～令和3年1月
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金セミナー

事業

○ 年金セミナー・エッセイアプローチ状況（2/3）

【魚津】

専門学校：令和2年3月に１校閉校

事務所 対象 対象数 取組内容 実施対象数
実施回数
（のべ）

高岡

大学・短大 ３校 文書にて依頼 ３校 ３回

専門学校 ４校
文書にて依頼 ４校 ４回

電話にて依頼 ２校 ２回

支援学校 ２校 ― ― ―

高等学校 １５校
文書にて依頼 １５校 １５回

電話にて依頼 ２校 ２回

中学校 ２３校 文書にて依頼 ２３校 ２３回

魚津

管内市町村教育委員会 ８ 文書にて依頼 ８ １６回

管内図書館 ９ 文書にて依頼 ９ ９回

大学 １校 文書にて依頼 １校 ２回

専門学校 ２校 文書にて依頼 １校 ２回

支援学校 １校 ― ― ―

高等学校 １０校 文書にて依頼 １０校 ２０回

中学校 １４校 文書にて依頼 １４校 ２８回

３．令和２年度の取組結果（4/17） 令和2年4月～令和3年1月
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金セミナー

事業

○ 年金セミナー・エッセイアプローチ状況（3/3）

○ 年金セミナー実施（1/2）

富山大学では、先生のご協力によ

り、昨年に引き続き国際関係論の講

義の一環として、年金セミナーを実施

させていただいた。

事前に学生からの疑問点や自分なり

の年金に対する印象等を提供してい

ただき、それらに対する回答をできる

だけ盛り込みながら、前半は講義を行

い、後半は学生の年金に対する不安

を払しょくできるようデータや資料を基

に説明を行った。

事務所 対象 対象数 取組内容 実施対象数
実施回数
（のべ）

砺波

支援学校 １校 ― ― ―

高等学校 ８校 文書にて依頼 ６校 ６回

中学校 １６校 ― ― ―

職域型年金委員設置事業所 口頭にて依頼 ６事業所 ６回

３．令和２年度の取組結果（5/17） 令和2年4月～令和3年1月

事務所 対象 学校数 実施方法 受講者数 予定等

富山

大学・短大 １校 対面 ２８名

専門学校 ２月実施１校

高等学校 ２校 対面 ４０１名 ２月実施３校

中学校 １校 DVD視聴 ３０名

高岡

専門学校 ２校 DVD視聴 １４５名

高等学校 １校 DVD視聴 １１６名
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金セミナー

事業

○ 年金セミナー実施（2/2）

（前年度実績） 大学・短大 ２校 ２回 ８４名

専門学校 ３校 ４回 １２９名

支援学校
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金セミナー

事業

○ 「わたしと年金」エッセイ募集

日本年金機構では、今年度も自身やご家族などの身近な方と、公的年金制度との関わりや考え

などをテーマに、「わたしと年金」エッセイの募集を令和２年６月１日～９月１１日の間で行い、全

国９４２件の応募の中から、受賞者が決定しました。

【全国の応募状況】

富山県のエッセイ応募状況

応募数の多い県では、必須の宿題と

している学校があるとのことであり、各

教育委員会と校長会に訪問にて、夏

休みの課題等にエッセイを入れてい

ただくよう依頼し、各校には文書での

依頼は行ったが、結果として応募は無

かった。

※賞
厚生労働大臣賞、日本年金機構
理事長賞、優秀賞、入選

賞状の授与並びに記念品を贈呈します。

３．令和２年度の取組結果（7/17） 令和2年4月～令和3年1月

一般 学生 計

平成２９年度 ９１ ８０３ ８９４

平成３０年度 １１９ １，０３５ １，１５４

令和元年度 １０４ １，１８６ １，２９０

２年度 １３４ ８０８ ９４２

年度 応募者数

２９年度 ２名（一般）

３０年度 １名（一般）

元年度 ０名

２年度 ０名
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項

年金セミナー

事業

３．令和２年度の取組結果（8/17） 令和2年4月～令和3年1月

「わたしと年金」エッセイ （令和２年度 受賞作品紹介）

厚生労働大臣賞 北海道 吉田 勇太 様（30代 男性）

私は21歳のときから障害年金を受け取っている。大学で部活動中の事故による怪我が原因で右足
を切断、障がい者となったためだ。
ただ、障害年金の請求手続は私が行ったわけではない。車いすでの生活に加え、リハビリや義足作
成のため通院以外の外出は難しく、母が役所の年金担当に相談し、必要書類を揃え申請した。
実は21歳での障害年金の申請はハードルが高い。障害年金制度には、すべての国民が国民年金
へ加入する20歳から傷病の初診日までの間に一定期間以上年金保険料を納付、免除もしくは学生
の保険料猶予（学生納付特例）を受けていなければ障害年金がもらえない「納付要件」というルール
があるからだ。保険料を支払わず放置していると、怪我や病気によってどんなに重い障がいを負った
としても、「もしもの時の生活保障」となる障害年金を受け取ることはできない。
事故当時21歳だった私は20歳の国民年金加入から約1年半と年金加入期間が短く、その半分以上
の期間について保険料が納付、又は免除・猶予されていなければならなかった。このため、たった1ヵ
月の「未納期間」が、「納付要件」という条件クリアに大きな影響を与えてしまうのだ。
20歳当時学生だった私が「将来障がい者になり、障害年金を申請する立場に置かれる」ことまで考
えているはずもなく、「20歳の国民年金の加入手続」も、「学生納付特例手続」も全て私の20歳到達と
ともに母が仕事の合間に役所で手続をしてくれていた。私は母に言われるがまま学生納付特例手続
に必要な「学生証の写し」をコピーし、母のもとへ郵送しただけだ。母が私の学生納付特例手続を
行っていなければ、私は障害年金を受け取ることができないどころか、手術費用や入院費用、その
後の義足作成費用などの負担が重くのしかかっていただろう。
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項

年金セミナー

事業

３．令和２年度の取組結果（9/17） 令和2年4月～令和3年1月

事故後、障害年金の手続を役所で行った際、私の年金記録を確認した年金担当から母はこう言
われたそうだ。「お母さん、息子さんの学生納付特例、ちゃんとしておいてよかったですね」と。母は
いつも「当然のことをしたまでだ」とは言うが、母もまさか自分の息子が障がい者になるとは夢にも
思ってはいなかっただろうし、きちんと私の年金の手続をしてくれていたからこそ、私の今の人生が
あることを考えると、感謝してもしきれない。
そんな私はどのような巡りあわせか、現在市役所で年金担当として働いている。日々年金手続の
受付業務の中で、当然「学生納付特例手続」を受付するのだが、学生本人や母親などの現役世代
の方は「年金と言えば高齢者がもらう老齢年金」という認識が強い。「学生納付特例なんてする意味
があるの？」、「保険料なんて支払う意味なんてあるの？」「少子高齢化で私たちが高齢者になった
ら年金はもらえないんでしょ？」といった質問を数多く受ける。そんなときは現役世代が支払う保険
料と高齢者の方が受け取る年金の関係など「公的年金制度の仕組み」の説明や、自分自身の経験
などを踏まえながら「障害年金や遺族年金など、納付や免除をすることであなた自身に起こるかもし
れない、転ばぬ先の杖となるような年金があるんですよ」というお話をさせていただき、納得してい
ただいた上で、 保険料の納付や免除・猶予手続を進めていただいている。
一方で、日々の業務の中で窓口対応をしていると、初診時に年金に加入していない、保険料の納
付が少ないことで納付要件を満たすことができないなどの理由により、残念ながら障害年金の受給
に結び付かなかった方と接することもある。「早く教えてくれれば私だって加入や納付・免除手続をし
たのに… 」「市役所の年金担当から案内されたことが無い… 」「障害者手帳があるのに年金担当か
ら教えてもらえなかった… 」といったご指摘を受けることも多い。「年金は申請主義」と言えばそれま
でなのだが、本来受け取ることができたかもしれない年金が受け取れない状況が生まれないよう、
「案内を行う側」である私がもっと「公的年金制度」について情報をお客様へ伝えていかなければな
らないと日々痛感している。
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項

年金セミナー

事業

３．令和２年度の取組結果（10/17） 令和2年4月～令和3年1月

年金業務に携わる者としていつも心がけていることがある。年金の手続・相談に来られた方で、杖
をついていたり、障害者手帳や療育手帳を持っていたり、「うつ」などの精神障害を患われて退職し
た方などには「障害年金をご存知ですか？」という質問を意識的に行うことだ。その方の傷病や障
がいがすぐに年金申請に結び付かなかったとしても、「障害年金の制度自体を知らなかった」、「私
の病気で障害年金を申請できると思わなかった」といった言葉をいただくことが多い。
市役所の年金担当職員として、老後の年金だけでなく、予期せぬ事故後の生活を助ける障害年
金や、大切な人を失われた遺族の生活を保障する遺族年金など、公的年金制度の大切さについて、
少しでも多くの人に伝えていくことが事故後の生活を公的年金制度に助けられた私の大切な使命で
あると思っている。

入賞作品は、日本年金機構ホームページでもご覧いただけます。

(https://わたしと年金エッセイ審査結果 検索
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

地域相談事業

① 市町村等における出張年金相談

○ 市町村連携による相談会（1/2）

遠方で年金事務所等へお越しいただくことが困難なお客様のために、社会保険労務士会

の協力を得ながら県内各所で出張年金相談を開催しています。

昨年同期１４４回１，１１０名、今年１０

９回８１７名と、感染症の影響もあり相

談者数は減っている状況にあるが、未

だ年金事務所から遠方の多数の方か

らの相談があることから、継続した開催

は必要。

一方、感染症の感染拡大を契機に従

来の対面型のみのビジネスモデルから

非対面型のオンラインビジネスモデル

の実現が求められおり、現在検討を大

きく進めてきているところである。

事務所 開催地 開催場所 実施回数 参加人数

富山 富山市

大沢野行政サービスセンター ８回 ６４名

大山地域市民センター ３回 ８名

八尾健康福祉総合センター ８回 ７３名

婦中行政サービスセンター ８回 ６５名

高岡
氷見市

氷見市役所 ８回 ７４名

氷見商工会議所 ８回 ６３名

射水市 射水市役所 ７回 ２５名

魚津

朝日町 朝日町役場 ７回 ５６名

入善町 入善町役場 ７回 ７４名

上市町 働く婦人の家 ７回 ６４名

立山町 立山町民会館 ７回 ６２名

滑川市 滑川市役所 ７回 ３９名

３．令和２年度の取組結果（11/17） 令和2年4月～令和3年1月
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

地域相談事業

○ 市町村連携による相談会（2/2）

○ 年金事務所における国民年金保険料納付相談会

② 大学等構内における出張年金相談

大学構内にて、学生のパンフレット配布と学生向け相談コーナー（学生納付特例申請書の

受付窓口）を開設しました。

（前年度： ２校 ９名）

②一昨年度において、取組強化の意

見があったが、感染症の影響もあり拡

大には至っていない。構内での相談窓

口設置については、大学構内の掲示板

への掲示により周知いただいているが、

参加人数の増加を図れていない状況で

あり、引き続き事前周知方法にについ

てＨＰへの掲載等アプローチの方法に

ついて、学校への協力依頼等調整が必

要。

大学構内での出張相談の実施に向け

た各大学への協力依頼とともに、学生

納付特例事務法人の申請をいただい

ている各大学への学生納付特例申請

の代行事務の更なる協力依頼と未申

請の大学等への学生納付特例事務法

人の申請依頼を実施する必要がある。

事務所 開催地 開催場所 実施回数 参加人数

砺波

小矢部市 小矢部市役所 ８回 ２６名

南砺市
城端行政センター ８回 ４５名

福光行政センター ８回 ７９名

事務所 開催日 実施回数 参加人数

魚津 令和２年１１月３０日 １回 ８名

３．令和２年度の取組結果（12/17） 令和2年4月～令和3年1月

事務所 開催日 開催場所 参加人数

高岡 令和２年１１月１３日 富山県立大学 ８名
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金委員活動

支援事業

① 全国年金委員研修会の開催

これまでは全国から職域型年金委員および地域型年金委員の方々に各都道府県１名か

ら２名程度お集まりいただき、東京会場において開催しておりましたが、今年度は、感染症の

影響により、各年金事務所において感染症対策を講じたうえで、テレビ会議システムを活用し

たリモート形式で行いました。これにより、参加人数を例年より増やすことができました。

【内容】

・年金制度改正等に関する説明 （年金局より）

・ねんきんネットの概要 （日本年金機構より）

・電子申請利用促進 （日本年金機構より）

・国民年金にかかる制度周知 （日本年金機構より）

３．令和２年度の取組結果（13/17） 令和2年4月～令和3年1月

事務所 地域型年金委員
参加人数

職域型年金委員
参加人数

富山年金事務所 １名 ３名

高岡年金事務所 ２名 １名

魚津年金事務所 ４名 ０名

砺波年金事務所 ０名 ３名
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金委員活動

支援事業

● 情報誌「年金委員だより」等の送付

富山年金事務所より、県内全地域型年金委員あてに「年金委員だより」を６月・８月・１１月・２

月に送付しています。

（２月送付）

市町村担当者向け情報誌「かけは

し」の中から抜粋した地域型年金委員

向け情報誌を作成、年金委員だよりと

同時に送付し、情報提供の機会を増

やしている。

３．令和２年度の取組結果（14/17） 令和2年4月～令和3年1月

事務所 送付日 掲載記事

富山

令和２年６月１日

・年金額改定について
・国民年金保険料について
・国民年金第３号被保険者の国内居住要件について
・出張相談所開設案内

令和２年８月１４日
・国民年金保険料の免除制度について
・「わたしと年金」エッセイ募集
・ねんきんネットについて

令和２年１１月６日

・ねんきん月間について
・ねんきんネットについて
・社会保険（国民年金保険料）控除証明書の発行について
・よくある相談事例（年金給付編）
・出張相談所開設案内

本部 令和２年１１月１３日
・「知っておきたい年金の話」の動画について
・日本年金機構のホームページリニュアルについて

等最新情報

事務所 送付日 掲載記事

富山 令和２年２月９日

・令和２年分公的年金等の源泉徴収票の送付について
・ねんきんネットについて
・「わたしと年金」エッセイ審査結果
・予約相談について
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金委員活動

支援事業

● 職域型年金委員への情報提供 今年度は感染症の影響により、研修

会を実施することができなかった。

現在、令和３年１０月を目途にオンラ

インによる研修会実施に向け準備中

である。

※富山・魚津・砺波年金事務所にお

いて令和３年２月にも再度参考図書

の送付を行う予定です。

３．令和２年度の取組結果（15/17） 令和2年4月～令和3年1月

事務所 内容等 回数 人数
（のべ）

富山

ねんきんネット利用促進の案内 ５回 ２，１１７名

「ねんきん月間」「年金の日」のポスターおよびパンフ
レットの送付

１回 ７１３名

社会保険事務参考図書の送付 １回 ６９２名

高岡

ねんきんネット利用促進の案内 ２回 ５６３名

「ねんきん月間」「年金の日」のポスターおよびパンフ
レットの送付

１回 ５７０名

社会保険事務参考図書の送付 １回 ５４８名

魚津

電子申請利用促進の案内 １回 ４７５名

「ねんきん月間」「年金の日」のポスターおよびパンフ
レットの送付

１回 ４７０名

社会保険事務参考図書の送付 １回 ４７０名

砺波

ねんきんネット利用促進の案内 １回 ３６５名

社会保険事務参考図書の送付 １回 ３４２名

本部 職域型年金委員活動の手引き １回 全委員
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金委員活動

支援事業

● 年金委員大会

令和２年１１月２０日（金）「ボルファートとやま」において、年金委員大会を開催し、年金事業
の推進・発展のためご尽力いただいた年金委員の方々の功績を讃え、厚生労働大臣・日本年
金機構理事長・日本年金機構理事、富山県社会保険委員会連合会長表彰を行いました。

【年金委員表彰者数】

・厚生労働大臣表彰・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １名

・日本年金機構理事長表彰・・・・・・・・・・・・ ５名

・日本年金機構理事表彰・・・・・・・・・・・・・・ ８名

・富山県社会保険委員会連合会長表彰・・・ １１名

今年度は、感染症の影響のため、表

彰式のみの開催となったが、社会保

険委員会連合会および全国健康保険

協会と合同での表彰式の実施は、各

組織との協力連携と年金委員のモチ

ベーションに非常に有効であるため、

次年度も継続開催を実施する。

＜参加者＞

前年度： １４６社 １４８名

３．令和２年度の取組結果（16/17） 令和2年4月～令和3年1月
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令和3年2月
富山年金事務所

事業名 実施した事項
実施できなかった事項（理由）

課題・次年度に向けた改善点

年金委員活動

支援事業

② 年金委員の委嘱拡大

各年金事務所では、定年退職等で職域型年金委員を解嘱となった方に対して、文書や電話で
地域型年金委員の委嘱について協力をお願いしております。
今年度は、健康保険委員のみ設置事業所への職域型年金委員の推薦依頼と、社労士会
へ会員社会保険労務士への地域型年金委員の推薦依頼を行い、委嘱拡大に取り組みました。

※機構本部報告済データ上

日本年金機構において年金委員委

嘱拡大については最重要課題と位置

づけ、全国的に地域型、職域型共に

委嘱拡大に取り組んできているが、機

構発足当初の職域型123,000人、地域

型6,100人には未だ達してはいない。

【令和２年度の富山県の目標値およ

び現況】

職域型2,192人のところ１月末2,077人

▲115人

地域型126人のところ１月末94人

▲32人

今年度は、感染症の影響により新規

適用事業所説明会や事業所調査も例

年どおり実施することができず、事業

所が来所する機会を捉えた勧奨・案

内を実施することができなかった。

富山県における1月末現在の職域型

年金委員委嘱人数は2,077人、健康保

険委員委嘱人数は3,787人と1,700人

強の開きが生じている。

職域型年金委員委嘱拡大を図るた

め、来年度も積極的に健康保険委員

のみ設置事業所へのアプローチも継

続して取り組んでいく。

３．令和２年度の取組結果（17/17） 令和2年4月～令和3年1月

事務所 区分 勧奨内容 対象者
回数
（のべ）

結果

富山

新規職域型
健康保険委員のみ設
置事業所への推薦依
頼

１１０
事業所

１回 ６名

職域型 地域型 文書による委嘱勧奨 ６１人 ６１回 １名

新規地域型
富山県社会保険労務
士会へ推薦依頼

２６０人 １回 ３名

高岡 職域型 地域型 文書による委嘱勧奨 ２１人 ２１回 １名

魚津 職域型 地域型 文書による委嘱勧奨 １６人 １６回 ０名

砺波 職域型 地域型 文書による委嘱勧奨 １０人 １０回 ０名
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令和3年2月
富山年金事務所

開催回 事業名 意見・課題事項 対応状況

第６回

地域相談事業

自宅に届いた学生納付特例申請書の案内が放置され
るケースも多いと思われるため、大学構内に年金窓口を
開設し、手続き等をできるよう取組むことで学生の年金に
対する意識が向上するのではないか。

【対応中】

令和２年度においても感染症の影響もあり拡大には至って
いない。

事前の周知方法や効果的な開設時期等の検討が必要。

地域連携事業

企業内での年金制度説明会拡大は、職域型年金委員
を中心に声を出していかないといけない。ＰＲ不足ではな
いか。

【対応中】

令和２年度においても感染症の影響もあり拡大には至って
いない。

講師派遣の体制検討等課題はあるものの、職域型年金委
員の各種会合等での協力依頼の他各種広報掲載に努める。

年金セミナー

事業

看護専門学校では、国民年金の加入・納付の話だけ
でなく、障害年金手続きについても説明してはどうか。

【対応中】

令和２年度においても感染症の影響により、取り組むことが
できなかった。

感染状況等踏まえ、来年度に取り組む。

セミナーの実施により納付率向上を求めるのであれば、
親にも伝わるような手法も必要ではないか。

事前に資料を渡して、親の疑問も記入してもらっては
どうか。

【対応中】

親の疑問の事前収集は実施に至っていない。来年度におい
て学校へのアプローチの際に依頼・協議を行う。

第７回
年金セミナー

事業

（池田委員）

中学校が取り組んでいる「14歳の挑戦」の受け入れ企
業に対し、中学生用の社会保険制度パンフレットを配布
して「お父さん、お母さんと読んでおいて。」と伝えてもらう
だけでも広く周知する切り口になる。是非、中学生等若年
層向けパンフレットの作成・配布を検討いただきたい。

【対応中】

ご意見は本部へ報告させていただいてはいるが、実現には
至っていない。
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令和3年2月
富山年金事務所

開催回 事業名 意見・課題事項 対応状況

第８回

年金セミナー

事業

（土肥委員）

大学進学に向けた動きが大きくなる前の１年生２年生
を対象とした普通科高校へのセミナー普及および特別支
援学校の保護者向けのセミナーに取り組んでもらいたい。

【対応中】

普通科高校へのアプローチを行うも、実施までには至らない
ケースが多いが、今年度１校実施することができた。

今後もアプロ―チを継続していく。

（土肥委員・高見委員）

年金セミナーを授業で行えない場合は、教頭先生を窓
口としてPTA活動で保護者が集まる機会を捉え、アプ
ローチすることもよいのではないか。

【対応中】

今年度は感染症の影響により、取り組むことができなかった。

感染状況等踏まえ、来年度に取り組む。

（西村委員・林委員）

年金に関する教育は高校生にも大事であるが、もっと
年齢を下げて初等教育から取り組む必要があるのではな
いか。

【対応中】

厚生労働省年金局において、小学生向け年金まんがである

「年金のひみつ（仮称）」を制作中であり、今年度中に電子書籍

として学研プラスの関連会社が管理する児童・生徒向けポータ

ルサイト「キッズネット」内で公開される予定である。

（池田委員）

外国からの技能実習生が多く集まる日本語教育支援団

体に対する年金セミナーを検討いただきたい。

【対応中】

今年度は感染症の影響により、取り組むことができなかった。

感染状況等踏まえ、来年度に取り組む。

年金委員活動

支援事業

（西村委員）

市町村職員退職時における地域型年金委員の委嘱勧
奨の取組んでもらいたい。

【対応中】

今年度は取り組むことができなかった。来年度に依頼文を
送付し取り組むこととする。



〇各事業への取組方針

事業名 取組み内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
市町村、自治会、事業所、関係機関、関係団体と連携

した年金制度の周知・啓発活動の実施

① 市町村職員担当者向け研修会の実施

② 事業所事務担当者向け研修会の実施

③ハローワークの離職者説明会での年金制度説明の実施

④ 富山県社会保険労務士会研修会での年金制度説明の実施

⑤ 富山県社会保険委員会連合会、富山県内４社会保険委員会との

連携による年金委員研修会等の実施

⑥ 市町村職員担当者向け広報誌「かけはし」の配布

年金セミナー
事業

富山県内の大学や専門学校、高等学校等での年金セ

ミナーの実施

従来の対面型と併せ非対面型（オンライン：令和３年１０月開始目途）

によるセミナーの実施や年金セミナー用動画（ＤＶＤ）の配布等、各教育機

関のニーズに合わせ実施する。

① 各教育関係機関への年金セミナー実施、エッセイ募集の協力依頼

② 大学、短大、専門学校、高等学校、支援学校（団体）における年金

セミナーの実施

③ ＰＴＡ活動の機会を捉えた保護者への年金セミナーの実施

地域相談
事業

市町村、自治会、大学、事業所、ハローワーク、ジョブカ

フェ、商業施設等における出張年金相談の実施

① 市町村連携による出張年金相談の実施

② 大学等構内における出張年金相談の実施

年金委員活動
支援事業

年金委員の活動に必要な情報提供を十分に行うととも

に、関係団体への働きかけを強化し、その委嘱拡大に努

める

① 全国年金委員研修会の実施（本部主催）

② 本部および各年金事務所からの年金委員への情報提供

③ 年金委員研修会の実施

④ 年金委員大会の実施

⑤ 年金委員委の嘱拡大

５．令和３年度事業方針
令和３年２月
富山年金事務所
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